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　2012年の労働契約法の改正で非正規雇用者（正確には、有期雇用者）に雇用安定の道が開けました。
無期雇用転換ルールの整備です。
　通算の労働契約（雇用契約）期間が５年を超える非正規雇用者は、無期雇用への転換を使用者に対
して申し入れることができます。使用者はそれを拒否することはできません。
　改正法には課題もあり、なおかつ、非正規雇用問題の全てを解決するものでは決してありませんが、
問題の解決に向けた大きな一歩になると思います。

　ところが、労使双方とりわけ労働者側にこのことが知られていなかったり、誤解があったり、ある
いは、使用者側においては、法に逆行する動き（無期雇用転換の阻止）さえみられます。非常に残念
なことです。
　また、この問題になんら取り組もうとしない労働組合（正社員・正職員組合）もあります。「正社員
クラブ」と揶揄されるような状況からの脱却が今強く求められています。

　このパンフレットは、問題に関心ある関係者とくに労働組合向けに、実践的な内容や課題などを整
理したものです。安定した雇用社会の実現のために少しでも役に立てば幸いです。
　なお、無期雇用転換に関する詳しい情報は、すでに厚生労働省による様々な情報提供がされていま
すので、そちらをご覧ください。

� 厚生労働省「有期契約労働者の無期転換ポータルサイト（http://muki.mhlw.go.jp/）」

はじめに

川村 雅則（北海学園大学・教授）
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▶雇用が１年単位なのでいつ切られるか非常に不安です。
▶このままずっと働き続けられるのかと考えると不安になります。
▶更新時期が近づくと夜も眠れない。
▶更新時期に限らず、いつも不安です。
▶うかつなことを言うと更新されないかもしれないから、職場で何かあっても黙っている。
▶「来年は採用できないかも」とことあるごとに脅かしを受ける。
▶非正規は産休・育休を取ることはできないと言われている。
▶履歴書の提出を毎年求められる。会社のメンバーではないのかと悔しい。
▶�正社員は65歳まで働けるようだけれども、私たちはいつまで働くことができるのか。
　老後が不安。
▶雇い止めはしないと言われても、ではなぜ無期雇用にしてもらえないのか。

非正規（有期）雇用という問題

　これらは、調査・研究を通じて聞いてきた非正規労働者の「声」の一部です。
　ワーキング・プアという言葉に示されるとおり、非正規雇用の特徴と言えば、賃金の低さが注目さ
れます。しかし雇用面の特徴、すなわち、雇用期間に定めのある点にももっと関心を向けるべきです。
　問題は、仕事に期限があるわけでもないのに、半年や一年など、期間を定めて雇い、更新が繰り返
されることです。働く側にしてみれば、雇用不安が常につきまとうことになります。
　「海の家」やスキー場などでの季節的な仕事や、一定の年数で終了が予定されているプロジェクト
事業などであれば、有期で人を雇うことに合理性がありますが、通常の仕事（期限があるわけでもな
い仕事）に、有期で人を雇う、ここが根本的な問題です。
　あなたの職場はどうですか？
　労働組合は、非正規（有期）雇用者の人数や基本的な労働条件、そして、要望などを急いでとりま
とめて、無期雇用転換の実現に向けた行動を開始しましょう。
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　非正規雇用がどんどんと拡大し、その規模は４割とも言われています。
　ところで、非正規雇用イコール有期雇用ではありません。総務省「労働力調査」の2016年データ
によれば、（役員を除く）非正規雇用者2016万人のうち、有期の契約で働く常用雇用者が1001万人、
臨時雇・日雇が407万人となっています。つまり、非正規雇用者のうち、少なくとも＊、およそ７割が
有期契約の労働者となります。
　こうした状況をなくすために、労働契約法が2012年に改正されました（2013年４月施行）。通算の
労働契約期間が５年を超えると、期間に定めのない無期雇用への転換を申し出ることが働く人にはで
きるようになります。雇い主はそれを拒否することはできません。
　不安定雇用をなくし、人間らしい雇用・働き方の実現に向けた大きな第一歩となることが期待され
ています。

　一点強調したいことがあります。
　無期雇用転換ルールは、「５年ルール」とよく言われていますが、なにも５年を待つ必要はありま
せん。根本的な問題は、仕事には期限がないのに雇用には期限が設けられている（有期である）こと
です。よって、３年で無期雇用転換してもいいし、そもそも、合理的な理由がないなら有期で雇うこ
とはせず無期で雇い始めてもよいわけです（Ｐ５も参照）。
　実際、労働組合の働きかけによって、法が定めた期間を待たずに、無期雇用転換を始めている企業
もあります。「５年ルール」を確実に履行させることはもちろん大事ですが、５年にこだわる必要は
ないのです。

＊�少なくとも、と書いたのは、雇用更新を繰り返して働いている有期雇用者が、自分の雇用契約を期間に定めのないものと
誤って回答している可能性があるからです。たしかに無期雇用の非正規雇用者もいなくはありませんが、３割も存在する
か、ちょっと疑問です。

出所：厚労省ウェブサイトより

不安定な雇用を安定化させる
� それが無期雇用への転換

2017年10月の今はココです（残りあと半年です）
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　無期雇用になることは正社員・正職員になることとは異なります。処遇の改善は自動的にはついて
きません。無期雇用転換後も、転換前と労働条件は同じままです。無期雇用転換同様に、処遇改善に
ついても、労働組合が取り組むべき課題となります。
　あなたの職場の非正規雇用者には、勤続や経験に基づく昇給はありますか？　諸手当の支給はあり
ますか？　正規雇用者と比べた際の理由無き（不合理な）処遇格差はありませんか？　そもそも仕事
内容や責任にふさわしい賃金が支給されていますか？
　これらのことをチェックして、無期雇用転換とセットで実現を求めていきましょう。

　ただし、全面的な処遇改善を今から実現するには時間がありません。諸手当の支給など着手しやす
いところから始め、基本給の設計などは無期転換後にまわす、という選択があってもよいと思います。
　何よりも、無期雇用転換を確実に履行させることが肝要です。

無期雇用転換は正社員・
� 正職員転換ではありません

無期雇用 ≠ 正規雇用

しかし

無期雇用 ＝ 安定雇用
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　日本では、労働契約期間が通算で５年を超えると無期転換を申し込むことができる（「出口規制」
の設定）となりましたが、５年は長過ぎやしないでしょうか。
　有期労働契約の濫用防止が義務づけられた EU 諸国では、もっと短い（例えば３年）出口規制を設
けたり、そもそも、合理的な理由のない有期労働契約を禁止している（「入口規制」を設けている）
国もあります。さらに、処遇面でも、無期雇用との均等待遇が義務づけられています（「内容規制」）＊。
　これらの諸規制が有期雇用の濫用を防止している、逆を言えば、これらの規制の不在が日本の非正
規雇用の野放図な拡大にある、と言えるでしょう。ちなみに、お隣の国・韓国では、出口規制の期間
は２年です。他国の経験に学びましょう。

＊以上について、詳しくは、濱口桂一郎（2009）『新しい労働社会』岩波書店を参照。

よその国ではどうしてる？
―ＥＵ諸国では出口規制だけでなく入口規制も
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　ところで、公務員には、そもそも労働契約法は適用されません。例えば、自治体の臨時・非常勤職
員の人数は、総務省による調べでは、全国に約64万人、北海道には約２万９千人です（2016年４月
１日現在）。彼らは相変わらず有期で雇われ続け、民間の非正規雇用者以上に理不尽な扱いを受けて
います。彼らにも同様のルールが整備されるよう求めていきましょう＊。

　改正労働契約法にのっとり無期雇用転換を確実に実現することはもちろん重要です。しかしこれは
あくまでも最低限のルールです。労働組合がある職場は次のような課題にも積極的に挑戦していきま
しょう。

❶入口規制を設けて、合理的な理由なく有期で人を雇うことはやめさせましょう。
❷�入口規制を設けることができなくとも、無期雇用転換の（申込みの）実現までに５年もかか
るのは長すぎます。出口規制の期間を可能な限り短くしましょう。
❸�労働者からの申込みがなければ無期雇用転換が実現しないのは、労使の力関係を考えると不
利です。これを逆転させて、有期雇用契約の継続を望む労働者以外は自動的に無期雇用へ転
換するようにしましょう。
❹�無期雇用転換は処遇改善を自動的にともなうものではありません。処遇改善も追求していき
ましょう。

＊�非正規公務員制度をめぐる問題は、上林陽治（2012）『非正規公務員』日本評論社、同（2015）『非正規公務員の現在―
―深化する格差』日本評論社を参照。

日本の無期雇用転換ルールの
� 課題を整理しておきます
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　全員を無期雇用にして経営が厳しくなった場合にどうするのか、と聞かれることがあります。なる
ほどその通りで、だからこそ日本では、いざというときのために非正規雇用者（有期雇用者）を「緩
衝材」として配置してきたのでした（もう一つは、要員をしぼって時間外労働で調整するという方法
も採用してきましたが、その点は省略）。
　その意味では、無期雇用を雇用の原則とすることは、経営・雇用の危機に対しての備えをしっかり
拡充していくことを必要とします。
　具体的な一つ目は、雇用調整助成金や、失業給付（雇用保険）・職業訓練など、経営危機・雇用危機
に直面した労使に対する支援制度の拡充が課題としてあげられます（個別の政策・制度の課題はここ
では割愛します）。
　もう一つは、ワーク・シェアリングなど「痛み」の分かち合いのルールを労使間で決めることです。
ワーク・シェアの議論が日本でいっこうに進まない背景には、経営が困難になったときには非正規雇
用者をまずは切ればよいという暗黙の合意が、労使間で成立しているからではないでしょうか。
　図の左から右の実現へ、労働組合は議論を積極的にリードする必要があります。

経営・雇用の危機に対する制度の
� 拡充と労使間のルールの整備
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　日本にもようやく有期雇用の濫用を規制する法律ができて、無期雇用転換がいよいよ実現する状況
を目前にして、法改正の趣旨に反するおかしな事態がおきています。
　通算の労働契約期間が５年を超える（多くは、2018年４月）より前に、雇い止めを言い渡されたり、
通算の契約期間をゼロにリセットするための空白期間を入れられる（クーリング）＊事態が発生して
いるのです。
　こうした動きは、「人を育てる」場である教育機関においても実はみられます。具体的には、2018
年３月31日で雇い止めを言い渡されている教職員の事例（仕事はなくなるわけではないので別の新
しい人が雇われることになります）や、これまでは年間を通じて行われていた講義が、前期か後期か
のどちらかに寄せられた非常勤講師の事例などがそれです。
　改正法の趣旨に反するこうした行為を許してはなりません。社会的な包囲網を形成していきましょ
う。

＊�例えば１年の雇用契約が繰り返されている場合、契約のない期間が６カ月以上設けられると通算契約期間がゼロとなりま
す。これをクーリングと言います。

法改正の趣旨に反する行為
� （脱法行為）を許さない



― 9 ―

第180回国会　厚生労働委員会　
第15号（2012年７月25日㈬）での厚生労働大臣（当時）の答弁資料

　やはり、今回の無期転換ルールの趣旨からしましても、五年のところで雇いどめが起きてし
まうと、この狙いとは全く違うことになってしまいますので、先ほども答弁させていただきま
したように、何とか円滑に無期労働契約に転換させていく、これが一番大きな課題だというふ
うに思っています。
　このため、制度面の対応といたしましては、今回の法律案の中で、判例法理である雇いどめ
法理、この法制化を盛り込んでいます。これによって、五年の時点でも雇いどめが無条件に認
められるわけではないということが法文上も明確にされていると思います。
　また、有期労働契約の更新の判断基準について、労働基準法に基づいて、書面の交付により
明示を行うように、これは省令の改正によって義務づけることを予定しています。これにより
まして、不意打ち的な雇いどめの防止にもつながると考えています。
　それからまた、先ほども申し上げましたが、五年到達時に雇いどめされずに無期労働契約へ
の転換が円滑に進みますように、有期契約労働者ですとか無期転換後の労働者のステップアッ
プ、これが企業にとってメリットになりますので、それに取り組む事業主への支援ですとか、
業種ごとの無期転換のモデル事例を集めて周知をする、そうしたこともあわせて行いたいと思
っています。

出所：衆議院ウェブサイト（会議録）より
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　非正規雇用やワーキング・プアの増大などに対して、「主犯が経営者なら、労働組合は従犯」と述べ
た労働組合の幹部がいます。
　法制度の「改正」でそれを後押しした政治の責任も忘れてはなりませんが、非正規雇用者の増大に
労働組合が十分に対応できなかったという指摘は正しいと思います。いや、自ら（正規）の雇用を守
るために非正規雇用を積極的に活用してきた労働組合さえあることも、指摘しなければならないでし
ょう。
　そうしたなかで、職場における労働組合の代表性が問われています。非正規雇用者を含む職場を、
労働組合は果たして代表しているでしょうか。労働組合の主張・要求は、職場全体の主張・要求になっ
ているでしょうか。
　無期雇用転換運動に取り組むことは、職場における労働組合の代表性を復活させること、「労」側
の発言力を大きくして労使間における緊張関係を取りもどすことにつながります。
　何のための、誰のための労働組合かが、無期雇用転換の実現に向けて社会が動き始めた今このとき
に問われています。

✓有期（非正規）雇用者　＝　モノ言えぬ労働者

✓有期雇用者×労働組合　＝　無期雇用転換、モノ言える労働者の実現

✓無期雇用転換運動　　　＝　労働組合・労働運動の再生

✓労働組合の質量の高まり＝　労働規制の強化　＝　格差・貧困社会の克服

無期雇用転換運動は労働組合再生のチャンス

0%
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20%

30%

40%
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出所：厚生労働省「労働組合基礎調査」時系列表より作成

低下し続ける労働組合組織率
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　日本の企業社会では、非正規（有期雇用・低賃金）を活用することで企業間競争を勝ち抜こうとす
る傾向が強まっています。
　いつでも切れる雇用、コストの安い雇用を活用しようという判断を個別企業がもつことは不合理で
は必ずしもないかもしれません。しかし、多くの企業がその道を選択したことによって、しかも、政治・
法制度がそれを後押ししたことによって、日本は持続可能性が著しく低い社会になってしまいました。
　これを逆転させる契機となるのが無期雇用転換運動です。
　当然、無期雇用だけでは十分ではありません。最低賃金の大幅な引き上げや同一労働同一賃金の実
現、あるいは、長時間労働の規制も必要になるでしょう。さらには、そうした労働政策と連携した経
済政策や産業政策も必要になることでしょう。
　長い道のりになることが予想されます。しかし重要な第一歩となります。職場だけにとどまらず、
地域や産業に無期雇用転換を広げていきましょう。

非正規（有期雇用・低賃金）を活用する国づくりから
安定雇用・生活できる賃金を保障する国づくりへ
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　労働組合に奮起を促しましたが、有期雇用の濫用をなくし、雇用安定の実現に向けて取り組みを進
めている労働組合は少なくありません。
　また、一人でも入れる地域労組では、労働相談を通じて、雇い止めやクーリングなどの脱法行為を
団体交渉で撤回させたりもしています。
　無期雇用転換にどう取り組んだらよいか分からずに困っている労働組合のみなさんも、有期雇用で
雇われている当事者のみなさんも、こうした労働組合にぜひ相談をしてください。
　安定した、尊厳のある雇用をみんなの力で実現しましょう。

●札幌地域労組　　　　　　　　011-756-7790　　sgu@s-union.gr.jp

●札幌ローカルユニオン「結」　 011-815-4700　　union-yui@dororen.gr.jp

●道労連　　　　　　　　　　　0120-378-060　　web@dororen.gr.jp

●連合北海道　　　　　　　　　0120-154-052　　soudan@rengo-hokkaido.gr.jp

連絡先（五十音順）

なくそう！有期雇用
つくろう！雇用安定社会 ver1.0

発行　川村雅則研究室（北海学園大学）
TEL　011-841-1161（内2744）
e-mail：masanori@econ.hokkai-s-u.ac.jp

労働組合に相談してください


